













際会計基準委員会（International Accounting Standards Board: IASB）の概念フレームワー
クは、資産を「過去の事象の結果として企業が支配し、かつ、将来の経済的便益が当該企業
に流入すると期待される資源」（4.4 項）と定義している。また、国際財務報告基準（Inter-
































　米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board: FASB）と IASBが概
念フレームワークに関する共同プロジェクトの成果として 2008 年に公表している討議資料
「財務報告のための概念フレームワーク : 報告企業」（以下、「2008 年討議資料」とする。）は、
エンティティーの範囲を画定するための考え方が整理・検討されている。そこで、本節では、
2008 年討議資料を参照しつつ、支配企業モデル（controlling entity model）およびリスク・


















































　リスク・経済価値モデルを採用していた会計基準としては、IFRS 第 10 号が適用される
まで特別目的事業体（special purpose entity: SPE）の連結の要否を規定していた解釈指針
委員会（Standing Interpretations Committee: SIC）解釈指針書第 12 号「連結－特別目的事

















































































































































　1959 年に米国公認会計士協会（American Institute of Certified Public Accountants: 
AICPA）の会計手続委員会（Committee on Accounting Procedure: CAP）は、連結財務諸
表に関する会計基準として、会計研究公報（Accounting Research Bulletins: ARB）第 51 号
「連結財務諸表」を公表している。また、ARB第 51 号の公表に先立ち、アメリカ会計学会
（American Accounting Association: AAA）の概念および基準に関する委員会は、1954 年に












（1951）がある。そこで、以下では、ARB第 51 号、SS 第 7 号およびMoonitz（1951）に
おける連結上のエンティティーの画定基準に関する考え方を分析する。
　まず、ARB第 51 号 1 項では、「連結財務諸表は、個別財務諸表よりも有意義であり、ま
たグループ内の 1つの会社が、直接または間接に他の会社の支配的財務持分（controlling 
financial interest）を有する場合に、適正な表示をするために、通常必要となると考えられ


























































　FASBは、1982 年 1 月に連結プロジェクトを開始し、複数の成果物を公表している。具































































































　このように、1994 年予備的見解および 1995 年公開草案では、投資先企業の意思決定機
関ではなく、投資先企業の資産に結びつけて支配を定義している。そこで、このような投資




























































　FASBは、2003 年に解釈書第 46 号「変動持分事業体の連結─ARB 第 51 号の解釈」（以
下、「FIN 第 46 号」とする。）を公表している。また、FASB は、2009 年に SFAS 第 167
号「FASB解釈指針第 46 号（R）の改訂」を公表している。そこで、以下では、このよう
な変動持分事業体（Variable Interest Entity: VIE）に関する連結のルールを対象として、
連結上のエンティティーの画定基準に関する考え方を分析する。








SIC 解釈指針書第 12 号と同様に、リスク・経済価値モデルを採用していると解釈すること
ができる。ここで、前述のようにリスク・経済価値モデルについては、これを支配企業モデ
ルとは別個のエンティティーの画定基準とみる解釈と、支配企業モデルの一形態とみる解釈
がある。この点に関して、FIN第 46 号の記述を観察してみると、FASBは、VIE の連結に
関して支配企業モデルと異なる新しいモデルを提示することを意図していなかったようにみ
える。
　そもそも、FIN第 46 号は、あくまでもARB第 51 号の解釈を示したものに過ぎず、そこ
におけるVIE を連結するか否かの要件は、VIE に対する支配的財務持分を有する当事者を






































































































（14） 韓国会計基準委員会（Korean Accounting Standard Board: KASB）が 2014 年に公表しているリサーチ
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